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◉今月の焦点　平成29年度主要事業と決算報告

貸付金

維持補修費

積立金

補助費等

繰出金

物件費

災害復旧事業

普通建設事業

公債費

人件費

扶助費

義務的
   経費
（57.6％）

  その他
経費

（38.1％）

投資的経費
（4.3％）

①人件費
59億4,577万6千円
（17.8％）

②扶助費
102億8,985万6千円
（30.7％）

⑥公債費
30億3,756万2千円
（9.1％）
⑦普通建設事業費
12億9,721万円（3.9％）

⑦災害復旧事業費
1億4,250万7千円
（0.4％）

③物件費
48億8,345万4千円

（14.6％）

④補助費等
31億529万3千円

（9.3％）

⑤繰出金
41億12万円
（12.2％）

③維持補修費
2億2,669万9千円（0.7％）

⑧積立金
3億7,843万8千円（1.1％）

④貸付金
6,389万8千円（0.2％）

歳出
（性質別）

歳出334億7,081万3千円

衛生費
30億2,401万7千円

（9.0％）

民生費
161億2,977万3千円
（48.2％）

総務費
34億454万円
（10.2％）　

土木費
25億964万1千円

（7.5％）
教育費

30億1,130万円
（9.0％）

消防費
12億1,172万3千円

（3.6％）

公債費
30億3,756万2千円

（9.1％）

農林業費
4億5,041万4千円

（1.3％）

議会費
3億320万7千円（0.9％）
商工費
2億2,908万円（0.7％）

労働費
1,704万9千円（0.1％）

災害復旧費
1億4,250万7千円（0.4％）

歳出
（目的別）

❶市税
121億5,584万9千円
（36.2％）

❻繰越金
7,895万9千円（0.2％）

❼諸収入など
6億6,053万9千円（2.0％）

❷使用料及び手数料
6億1,914万9千円
（1.8％）

❺繰入金 
1億2,751万1千円
（0.4％）

❸地方交付税
62億3,001万5千円
　          （18.6％）

❸国庫支出金
61億1,194万7千円
　         （18.2％）

❹市債
20億3,310万円
        （6.1％）

❸府支出金
27億3,412万9千円
　            （8.1％）

❸その他
24億1,437万8千円（7.1％）

自主
財源
（41.9％）依存

財源
（58.1％）

❷分担金及び負担金
4億2,469万8千円
(1.3％）

歳入

歳入335億9,027万4千円
平
成
29
年
度
の
決
算
が

市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
財
源
を
差
し
引
い
た

実
質
的
な
収
支
は
３
７
６
１
万
６
千
円
で
、

黒
字
決
算
と
な
り
ま
し
た
。

経
常
的
な
支
出
が
経
常
的
な
収
入
に
対
し
て

ど
れ
く
ら
い
の
割
合
か
を
表
す
指
標
を

「
経
常
収
支
比
率
」
と
い
い
、

前
年
度
か
ら
０・１
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
、

99
・
０
％
と
な
り
ま
し
た
。

府
内
都
市
平
均
97
・
１
％
を
１・９
ポ
イ
ン
ト

上
回
っ
て
お
り
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準
で
す
。

こ
こ
で
は
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
税
金
な
ど
が

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

平
成
29
年
度
一
般
会
計
の
財
政
状
況
を

月
収
30
万
円
の
家
庭
の
家
計
簿
に
例
え
て

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ　
財
政
課

①食費 53,100 円
②医療費・教育費 91,900 円
③光熱水費・日用品・修理 45,600 円
④自治会などの会費 28,300 円
⑤子どもへの仕送り 36,600 円
⑥ローンの返済 27,100 円
⑦家の増改築 12,900 円
⑧貯金 3,400 円

298,900 円

①人件費
　職員の給料や議員報酬
②扶助費
　生活保護費や児童手当
　など福祉に使うお金
③物件費など
　物品・原材料購入費や
　修理代など
④補助費など
　各種団体に交付する
　補助金や貸付金
⑤繰出金
　特別会計に対して
　支払うお金
⑥公債費
　市債の元金や
　利子の支払金など
⑦普通建設事業費など
　道路や学校などの
　建設や改修など
⑧積立金
　貯金に積み立てるお金

貯金残高 1,020,700円
ローン残高 6,635,200円

❶給与収入 108,600 円
❷パート収入 9,300 円
❸親族からの援助 156,200 円
❹金融機関からの借入 18,200 円
❺貯金の取り崩し 1,100 円
❻前月からの繰越金 700 円
❼雑収入 5,900 円

ー ー

300,000 円

市税❶
市民税や固定資産税など　  
使用料、手数料など❷

施設使用料や　
住民票交付手数料など　

国庫・府支出金など❸
国や府から給付される　

お金など　
市債❹

金融機関などから　
借り入れたお金　

繰入金❺
貯金を取り崩したお金など　

繰越金❻
前年度から繰り越されたお金　

諸収入など❼
財産の売り払いや寄附金など　

－　 ＝1,100円

※家計簿内の番号は円グラフの番号と対比しており、同じ比率で家
計簿の数値を算出しています。

※貯金残高、ローン残高については、
年収360万円とした場合

平
成
29
年
度
の

決
算
報
告

余った
お金

Ａ

Ａ Ｂ

B

(単位:千円)
種　類 金　額 主な使い道
基　金 9,523,806

財政調整基金 2,339,306 財源不足への対応
普通建設事業基金 1,198,364 一般建設事業

減債基金 404,949 借金の返済
その他特定目的基金 5,405,184 公共施設の維持改修など
水道事業基金 176,003 用地取得・施設整備など

市　債 61,611,069
臨時財政対策債等 19,437,285 財源不足への対応など
通常の建設地方債 12,434,131 建設事業や災害復旧など

水道事業債 4,678,128 建設改良事業費
下水道事業債 25,061,525 建設改良事業費など

※市民１人当たりの基金の額は 89,247 円、市債の額は
577,353円です（平成30年３月31日現在の人口:106,713)

■基金・市債の状況（平成29 年度末）

月収が
30万円の

家計簿に
例えると…
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(単位:千円)
会計名 歳　入 歳　出

特別会計 28,700,502 27,499,444
国民健康保険事業 16,051,855 15,198,555

土地取得 730,205 730,205
部落有財産 381 381
介護保険 9,968,131 9,676,791

後期高齢者医療 1,949,930 1,893,512

■特別会計の決算

(単位:千円)
会計名 収　入 支　出

水道事業会計
収益的収支 2,666,070 2,489,586
資本的収支 308,300 1,132,561

下水道事業会計
収益的収支 3,128,422 3,130,007
資本的収支 1,958,144 3,015,301

■公営企業会計の決算

資本的収支の不足額は損益勘定留保資金などの補てん財源
で補てんしました。

内
訳

公共資産
道路、公園、学校など

1,374 億 9 千万円
（△14 億 8千万円）

投資など
基金、積立金、出資金など

66億6 千万円
（+1億 6千万円）

流動資産
現金・預金、未収金など

29億 6千万円
（+4千万円）

■資産
市が保有している土地や建物、
債務返済の財源などの総額

1,471 億1千万円
（△ 12億 8千万円）

■負債 367億 6千万円
（△ 5億 5 千万円）

将来の世代が負担する借入金（市債）
などで、返済が必要な債務の総額

■純資産 1,103億5千万円
（△ 7 億 3 千万円）

現在までの世代がすでに負担し、将来の世
代が返済する必要のない正味価値の総額

指　標 河内長野市 早期健全化基準 財政再生基準
実質赤字比率※1 ー

（赤字なし） 12.42％ 20.00％

連結実質赤字比率※2 ー
（赤字なし） 17.42％ 30.00％

実質公債費比率※3 1.3％ 25.0％ 35.0％

将来負担比率※4 ー
（将来負担なし） 350.0％ ー

※ 1 普通会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率　※2 すべての会計の赤字から財政運営の深刻度をみる比率
※ 3 借金の返済額などの大きさから資金繰りの危険度をみる比率　※4 市が抱える負債の残高から将来財政への圧迫度
をみる比率　※5 企業会計の資金不足割合から経営状況の深刻度をみる比率

■健全化判断比率

今
後
の
財
政
展
望

持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立
に
向
け
て

　
今
後
、
高
齢
化
の
進
展
や
働
く
世
代
の

転
出
な
ど
に
と
も
な
い
、
市
税
の
減
収
が

予
想
さ
れ
る
一
方
で
、
社
会
保
障
関
係
経

費
の
増
加
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策
関

係
経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
定
住
・
転
入
の
促
進
や
産

業
振
興
、
ふ
る
さ
と
納
税
の
拡
充
や
不
用

土
地
の
売
却
と
い
っ
た
歳
入
の
確
保
に
努

め
ま
す
。
ま
た
歳
出
面
で
は
、
引
き
続
き

効
率
的
・
効
果
的
な
行
財
政
運
営
に
努
め

合計   1,471 億 1 千万円
（△ 12 億 8 千万円）

複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会
計
に
よ
る

財
務
書
類
を
作
成

■貸借対照表（バランスシート）
貸借対照表は、どのような資産を保有しているかと、その資産がどのような財源
で賄われているかを示した表です。※下記（）内は前年度比較。

（平成 30 年３月 31 日現在・一般会計）

合計   1,471億1千万円
（△ 12 億 8 千万円）

　
企
業
な
ど
が
用
い
る
複
式
簿
記
・
発
生
主
義
会

計
に
よ
る
財
務
書
類（
左
図
の
貸
借
対
照
表
な
ど
）

を
作
成
し
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
減
価

償
却
費
（
資
産
価
値
の
減
少
分
）
な
ど
、
従
来
で

は
見
え
に
く
か
っ
た
コ
ス
ト
も
把
握
で
き
る
よ
う

に
な
り
、
財
政
の
透
明
性
を
高
め
て
い
ま
す
。

公営企業会計 河内長野市 経営健全化基準

水道事業会計 ー
（資金不足なし）

20.0％
下水道事業会計 ー

（資金不足なし）

比率が生じない場合は「ー」で表示

■資金不足比率 ※5

る
と
と
も
に
、
行
政
評
価
な
ど
で
既
存
の

施
策
や
事
業
を
見
直
し
、
新
た
な
住
民

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
も
の
に
組
み
換
え
る

な
ど
、持
続
可
能
な
財
政
基
盤
を
確
立
し
、

市
の
発
展
に
向
け
た
ま
ち
づ
く
り
を
展
開

し
て
い
き
ま
す
。

　
な
お
、
財
政
が
健
全
に
運
営
さ
れ
て
い

る
か
の
指
標
を
表
す
財
政
健
全
化
判
断
比

率
（
下
表
）
で
は
、
い
ず
れ
の
指
標
も
早

期
健
全
化
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。


